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１ 沿革 

  

西暦 和暦 出来事
1909年 明治42年 私立中央工学校設立
1923年 大正12年 関東大震災により神田区中猿楽町校舎全焼
1945年 昭和20年 空襲により神田区神保町の校舎全焼
1956年 31年 駒込新校舎竣工
1962年 37年 王子校舎竣工
1964年 39年 学校法人中央工学校設立認可（理事長　田中角栄）
1978年 53年 軽井沢研修所竣工
1986年 61年 中央実務専門学校開校
1993年 平成5年 アクト情報ビジネス専門学校開校
1996年 平成8年 志茂学生寮竣工
2003年 15年 中央動物専門学校開校
2006年 18年 中央実務専門学校を中央工学校OSAKAに改称
2007年 19年 アクト情報ビジネス専門学校をアクト情報スポーツ保育専門学校に改称
2010年 22年 中央工学校附属日本語学校開校
2013年 25年 アクト情報スポーツ保育専門学校廃校（1993.4-2013.3、同年4.30廃校認可）
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中央工学校（王子キャンパス）
1号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目8－13
2号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目7－18
3号館 〒114-0022 東京都北区王子本町一丁目26－17
5号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目13－6
6号館 〒114-0022 東京都北区王子本町一丁目26－11
14号館 〒114-0022 東京都北区王子本町一丁目1－8
16号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目7－25
17号館 〒114-0022 東京都北区王子本町一丁目26－10
18号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目8－7
20号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目11－5
21号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目7－19 通称：STEP
23号館 〒114-0021 東京都北区岸町一丁目7－21 通称：RISE

中央動物専門学校（田端キャンパス）
19号館 〒114-0013 東京都北区東田端一丁目4－4
22号館 〒114-0013 東京都北区東田端一丁目8－11

中央工学校OSAKA（大阪キャンパス）
1号館 〒561-0872 大阪府豊中市寺内一丁目1－43
2号館 〒561-0872 大阪府豊中市寺内一丁目3－11

中央工学校附属日本語学校（田端キャンパス）
12号館 〒114-0013 東京都北区東田端一丁目4－8

軽井沢研修所（研修施設）
〒389-0102 長野県北佐久郡軽井沢町大字軽井沢1052-73

志茂学生寮
〒114-0042 東京都北区志茂三丁目3－3

２ 所在地 
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３ 学生・生徒数（令和６年５月１日現在） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【学校名】
中央工学校（専修学校） （単位：名）

課程 昼夜 学科 年数 入学定員 収容定員 学生数 卒業者数
工業専門課程 昼 建築学科 4 80 320 213 59
工業専門課程 昼 建築工学科 3 60 180 70 34
工業専門課程 昼 建築設計科 2 180 360 190 84
工業専門課程 昼 木造建築科 2 60 120 55 33
工業専門課程 昼 建築設備設計科 2 40 80 30 8
工業専門課程 昼 建築室内設計科 2 60 120 42 20
工業専門課程 昼 インテリアデザイン科 3 40 120 73 26
工業専門課程 昼 エンターテインメント設営科 2 0 15 2 2
工業専門課程 昼 土木建設科 2 80 160 77 42
工業専門課程 昼 造園デザイン科 2 0 15 4 5
工業専門課程 昼 測量科 1 80 80 50 49
工業専門課程 昼 地理空間情報科 1 40 40 25 23
工業専門課程 昼 機械設計科 2 0 5 0 0
工業専門課程 昼 ３Ｄ－ＣＡＤ科 2 0 5 0 0
工業専門課程 昼 ３ＤＣＡＤ設計科 2 30 60 29 11
商業実務専門課程 昼 情報ビジネス科 2 30 60 36 8
文化・教養専門課程 昼 国際コミュニケーション科 2 0 10 0 0
文化・教養専門課程 昼 リベラルアーツ科 1 30 30 35 32
文化・教養専門課程 昼 グローバル科 1 40 40 46 45
工業専門課程 夜 建築科 2 80 160 53 17
工業専門課程 夜 土木測量科 2 40 80 20 5

合計 970 2,060 1,050 503
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【学校名】
中央動物専門学校（専修学校） （単位：名）

課程 昼夜 学科 年数 入学定員 収容定員 学生数 卒業者数
文化・教養専門課程 昼 愛犬美容科 2 60 120 103 53
文化・教養専門課程 昼 愛犬美容研究科 3 10 30 6 2
文化・教養専門課程 昼 愛玩動物看護科 3 70 210 155 0
文化・教養専門課程 昼 動物看護研究科 3 0 0 79 79
文化・教養専門課程 昼 動物共生研究科 3 20 60 47 13
文化・教養専門課程 昼 動物共生総合科 4 10 40 30 10

合計 170 460 420 157

【学校名】
中央工学校OSAKA（専修学校） （単位：名）

課程 昼夜 学科 年数 入学定員 収容定員 学生数 卒業者数
工業専門課程 昼 研究科 1 40 40 11 14
工業専門課程 昼 建築学科 2 40 80 48 19
工業専門課程 昼 住宅デザイン科 2 40 80 71 25
工業専門課程 昼 インテリアデザイン科 2 40 80 39 18
工業専門課程 昼 ブリッジ（システム）エンジニア科 2 35 60 49 16
文化・教養専門課程 昼 国際コミュニケーション科 1 25 25 28 0
文化・教養専門課程 昼 日越・通訳翻訳科 2 25 60 19 19

合計 245 425 265 111

【学校名】
中央工学校附属日本語学校（各種学校） （単位：名）

課程 昼夜 学科 年数 入学定員 収容定員 生徒数 卒業者数
- 昼 進学2年コース(4月期入学) 2 37 74 84 39
- 昼 進学1年9カ月コース(7月期入学) 1年9ヵ月 25 50 22 19
- 昼 進学1年6カ月コース(10月期入学) 1年6ヵ月 30 60 36 28
- 昼 進学1年3カ月コース(1月期入学) 1年3ヵ月 20 40 15 14

合計 112 224 157 100
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４ 役員等 

    

【任期：令和６年６月９日から令和９年定時評議員会終結まで】
氏名

役員 　理事 理事長 矢代　吉榮
（9名） （7名） 専務理事 松田　正之

常務理事 荒川　亮一
常務理事 坂本　　敏
常務理事 𡈽𡈽田　俊行
理事 川村　真志
理事 田中　崇彦

　監事 加藤　浩章
（2名） 平鹿　雅之

評議員 中村　聖吾
（15名） 須郷　　弥

佐藤　洋子
高橋　隆泰
高橋　　稔
小松原　学
田中　　淳
室橋　光春
福山　秀樹
江口　法夫
宿利　武生
田村　博子
荒川　亮一
山本　哲也
藤田　吉之
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５ 職員数（令和６年５月１日現在） 

 
  

（単位：名）

所属
本
務

非
常
勤

計

中央工学校 97 134 231

中央動物専門学校 38 23 61

中央工学校OSAKA 19 68 87

中央工学校附属日本語学校 10 16 26

法人本部 12 0 12

合計 176 241 417

（注）1　本務職員は、正職員・契約職員（常勤）・再雇用職員の人数
（注）2　非常勤職員は、非常勤講師の人数
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６ 人事組織図 

   

学校法人中央工学校 理 事 会 評 議 員 会

常 務 理 事 会

法 人 本 部 総 務 部 財 務 課

総 務 課

広 報 セ ン タ ー

歴 史 館

学 生 寮

軽 井 沢 研 修 所

教 育 本 部 中 央 工 学 校 教 務 部 教 務 課

工 業 第 一 教 員 室

工 業 第 二 教 員 室

商 業 ・ 文 化 教 員 室

就 職 指 導 課

広 報 課

中 央 動 物 専 門 学 校 教 務 部 教 員 室

動 物 管 理 室

広 報 室

事 務 室

中央工学校ＯＳＡＫＡ 教 務 部 教 務 室

建 築 系

国 際 系

中央工学校附属日本語学校 教 員 室

事 務 室
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７ 卒業後の進路

 

【学校名】
中央工学校 （単位：名）

就職 就職者 397
就職率（就職希望者） 99.7 （%）

進学 専修学校 32
大学院 16
大学 39

その他 公務員試験／資格取得準備等 18
主な就職先（進学先）

【学校名】
中央動物専門学校 （単位：名）

就職 就職者 146
就職率（就職希望者） 97.3 （%）

進学 専修学校 0
大学院 0
大学 1

その他 公務員試験／資格取得準備等 0
主な就職先（進学先）

【学校名】
中央工学校OSAKA （単位：名）

就職 就職者 67
就職率（就職希望者） 98.5 （%）

進学 専修学校 42
大学院 0
大学 7

その他 公務員試験／資格取得準備等 6
主な就職先（進学先）

【学校名】
中央工学校附属日本語学校 （単位：名）

就職 就職者 16
就職率（就職希望者） 100 （%）

進学 専修学校 63
大学院 0
大学 11
短期大学 0

その他 公務員試験／資格取得準備等 0
主な就職先（進学先）

ANIMAL PRO CORPORATION／DOG HOTEL and SALON stella／DVMsどうぶつ医療センター横浜／
Grooming Salon ゆいまぁる／GROOMING STUDIO Opa／OCEAN’S PET CARE CENTER／ORUKAペットクリ
ニック／PET & BED 麻布／Reffine D&C（ぞのペットクリニック）／他

秀明大学／東京福祉大学／流通経済大学／開智国際大学／日本国際学園大学／十文字学園女子大学／レイクラン
ド大学ジャパン・キャンパス／中央工学校／日本電子専門学校／日本工学院専門学校／専門学校東京工科自動車
大学校／専門学校東京テクニカルカレッジ／読売理工医療福祉専門学校／他

㈱コアー建築工房／大和ハウス工業㈱／三和建設㈱／㈱日新工営／㈱西日本住宅サービス／㈱福屋ホールディン
グス／㈱住之江工芸／メルディアホテルズ・マネジメント㈱／大阪南農業協同組合／㈱住吉製作所／大阪産業大
学／大手前大学／中央工学校ＯＳＡＫＡ／他

大東建託㈱／京王建設㈱／住友林業ホームテック㈱／㈱大気社／高砂熱学工業㈱／㈱NIPPO／㈱丹青TDC／タク
トホーム㈱／住友不動産㈱／一建設㈱／鹿島建設㈱／東急建設㈱／ポラスグループ／㈱オフィスインテリア／日
本ステージ㈱／ぺんてる㈱／㈱島村工業／鹿島道路㈱／㈱はこねフローリスト／他
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１ 学校法人共通の教育目標 
学校法人の母体となる中央工学校は、1909 年

（明治 42 年）「工業技術を教授し、もって実務
的な技術者を養成する」ことを目的として設立
された。校是を「堅実」とし、「誠実で豊かな社
会性を有する技術者を育成する」ことを教育方
針としている。また、学習指導の重点を「理論
より実際」におき、厳しい実務教育を実践して
いる。 
人間涵養教育をもう一つの教育の柱にし、そ

の拠点として、軽井沢研修所を運営している。
ここでは、全学生・生徒が合宿研修を行い、各
校の実習にも活用されている。国の登録有形文
化財に指定された移築古民家「三五荘」をはじ
め、教育施設は日本文化の継承をも重視する本
学の教育姿勢を表している。 
今後もグループ 4校において、工業分野のみ

ならず、商業実務及び文化・教養、及び国際的
視点に立脚した留学生教育の発展的展開を推
進する。 

 
２ 経営戦略の策定と実施 

学校法人中央工学校は、1964年（昭和 39年）
東京都から設立認可を受け、中央工学校、中央
工学校 OSAKA、中央動物専門学校、中央工学
校附属日本語学校の４校を運営している。 
中期・長期計画を策定し、その遂行及び検証・

修正を行いながら、将来に向けた経営の安定化
を図っているところである。 
校舎建替・整備計画を機に、教育内容、設置

科構成、広報戦略などについて見直しを図り、
経営戦略に反映している。 

 
３ 財務運営 

18 歳人口の減少に対応した、今後の学生数と
学生生徒等納付金収入の動向、将来を見据えた
学科構成の再編に合わせて校舎を集約し、修繕
費や減価償却額などの逓減を図り、経営負荷を
軽減させる計画を進めている。 

財務諸表における、教育活動収支差額の黒字
化達成・維持は、最も大切な財務・経営戦略の
命題であり、これまでも教育水準・環境の維持
向上を図りながら、その努力を継続している。
併せて経常収支、特別収支を含めた経営全体で、
教育活動の発展と職務の健全化を目指してい
る。 

  
４ 人事施策・業務改善 

18 歳人口の推移による今後の学生数の動向
を勘案しながら、人事・人員計画を立案してい
る。国の働き方改革に伴う、労働法制の改正や
社会の情勢を見定め、年齢構成の不均衡を是正
しつつある。加えて、新時代に向けた教育力の
向上を図るべく、意欲と活力ある人材の育成・
確保に努めている。 
また、人事施策を通じた業務改善を図るため、

人事異動などによる業務の活性化を目指して
いる。 

 
５ 広報活動 

過去 115 年間の教育実績、教育内容、校舎の
新築など、ソフト・ハード両面から本学の強み
を活かし、引き続き広報活動を展開している。 
また、設置 4校の連携を重視し、国内はもち

ろん海外からの良質な留学生を確保すること
に注力している。 
さらに、独自の奨学金制度を設け、この 20年

間で 500 名の学生に奨学金を貸与し、在校生の
学業継続及び卒業を支援している。 
 

６ 教育本部 
令和 6 年度当初、「令和 10 年度に向けた中期

計画」を定め、「中央工学校は今後 3 年以内に収
支差額の赤字を半減、その他 3 校は 3 年以内の
収支均衡、5年以内の黒字化」を申し合わせた。
学校法人継続のためにはこれ以上の資金流失
を防ぎ、問題点の先送りをしない対応が急務と
なる。 
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７ 中央工学校 
（１）工業第一教員室 

週一度の定例会議を実施し、情報の共有と
問題点の精査に努めた。WorkStudio総合実習
室で総合建設実習などの施工実習を実施し、
実務体験型実習を再構築した。木造建築科は
若年者ものづくり競技大会に参加した。また、
地域密着型実践教育では、前年度に引き続き
北海道清水町商店街のリニューアル計画を
実施した。資格取得の支援として、合格率向
上を目的とした講習会を実施した。実務型教
員研修を計画したが、受け入れ企業の都合に
より実施していない。 

（２）工業第二教員室 
土木建設科では仮設足場の組立や鉄筋の

結束実習、造園デザイン科では近隣住宅や名
主の滝公園での剪定実習、測量関連学科では
ドローンや 3D レーザ測量などの特別授業、
機械CAD関連学科では 3Dスキャナーや 3D
プリンタなどを活用した実習を実施した。 
第 57回総合測量実習と第 27回総合建設実

習を実施するとともに、BIM・CIM に関する
講演会や切削加工技術講習会などを実施し
た。 
その他、測量・造園関連団体主催イベント

への参加や資格取得対策の授業を実施した。 
（３）商業・文化教員室 

情報ビジネス科は、継続して実施している
日本人学生との交流会を行った。また、資格
試験及び検定試験の対策を実施した。 
リベラルアーツ科は、区民講座「留学生と

異文化交流！～日本の生活と将来について
～」を実施した。また、グローバル科はカリ
キュラムを検証し、学科の特色に合わせた教
育を実施した。 

（４）進路指導 
「学生の希望に合った、離職率が低く働き

やすい環境作りをしている会社」への就職斡

旋と就職率 100％の進路決定を目標に学生指
導を行った。また、学生や保護者による就職
希望の意向に基づき、就職指導を実施した。 
建設業における人手不足により、求人社数

は前年度とほぼ同数となった。 
各学科担当者による個別指導と「就職支援

ポータルサイト」を通じて、学生への情報提
供を行った。中央工学校人材育成後援会主催
の合同企業説明会(夏季・春季)を実施し、年
間 1,000 社を超える企業との面談や各種就職
情報交換会に参加し、企業から得た情報を学
生への相談時に活用した。 

（５）広報活動 
キャンパス全体が「巨大な教科書」「校舎は

生きた教材」をストロングポイントとして広
報活動を実施した。また、総合型選抜入試を
導入し早期の学生獲得を試みた。さらに、SNS
（LINE、Instagram、TikTok）を積極的に活
用した。 

（６）附帯事業 
法務省法務局・地方法務局測量講習を受託

した。在校生と社会人を対象としてステップ
アップセミナー、二級建築士受験対策講座、
丸のこ特別教育講習、第二級陸上特殊無線技
士養成講座などを開催した。施設貸出では、
企業や団体向けの研修などを実施した。 

 
８ 中央動物専門学校 

授業運営は、主な学校行事である軽井沢合宿
研修、体育祭や学園祭も含め、年間行事予定の
とおりほぼ平常に実施した。国内研修・海外研
修は、残念ながらそれぞれ参加者が最少催行人
数に満たず実施できなかった。 
令和元年に法制化された「愛玩動物看護師法」

による「第３回愛玩動物看護師試験」が７年２
月 16 日に実施され、本校の在校生・卒業生も
受験した。 
学生募集は、「AO 入学」を実施した初年度で

あり、入学生の６割以上が「AO 入学」の出願
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であった。更に７年度の入試区分など募集要項
の改定をし、学生募集の強化策としたい。 
また、開校以来、近隣への地域貢献の一助と

して提案してきた災害時の動物同伴避難の協
力支援について７年２月 13 日に北区と地元自
治会の三者で「災害時の愛玩動物及び支援活動
に関する協定」を締結した。 

（１）進路指導 
動物業界の動向と実態の調査を継続し、就

職先確保に努め、学生と就職先のミスマッチ
防止に重点を置き、進路指導を実施した。 

（２）広報活動 
基本方針６項目を掲げて広報活動を展開

した。 
毎年実施している非出願者調査結果を踏

まえ、継続してイベント内容の改善、学生サ
ポーターの強化、全学一体となった教職員の
意識向上を図った。 

（３）附帯事業 
近隣住民及びモデル犬オーナー等を対象

とした「犬のしつけ方教室」を開催した。 
 
９ 中央工学校 OSAKA 
（１）建築系 

教員不足の中、連絡や提出物管理のデジタ
ル化により、学生指導時間を確保し、特に１
年生の作品の質の向上に繋がった。対面によ
る個別指導の効果も表れている。 
一方で、資格取得は伸び悩んでおり、６年

度はその対策としての準備を整えた。 
（２）国際系 

留学生の国籍の変化に伴い、日本語レベル
が年々低下する中、基礎力向上に向け、レベ
ル別クラスや補講を実施した。しかし、母国
の教育システムの違いから、即効的な成果を
上げることは難しく、職員・非常勤講師が学
生の理解度や進路を早期に把握し、指導を行
った結果、進学希望全員が進学し、就職希望
者の 90％以上が「技術・人文・国際」業務で

の内定を得た。日本語力低下は今後の課題で
あり、引き続き対策が必要である。 

（３）進路指導 
就職関係においては、５月９日に合同企業

説明会を実施（参加企業 42 社）、その後学生
との個人面談をきめ細かく行った結果、研究
科を含む建築系４学科の就職内定率は、１月
時点で 100%となった。また、３月４日にキ
ャリアマップを運営する（株）グッドニュー
スと連携し、１年生対象のオンライン業界説
明会を実施（参加企業 15社）し、学生にキャ
リアマップの活用方法と幅広い分野の業界
理解を深める機会を設けた。 
進学関係においては、研究科への内部進学

は、６年度より７月に事前エントリー、10 月
に正式出願の２段階式を導入し、就職活動の
観点からも進学するメリットを伝えた結果、
早期に進学意思を決定する学生が増加した。
その結果、進学者は５年度より大幅に増加し
た 
日越通訳・翻訳科 19 名の内、就職希望者

15 名のほとんどが「技術・人文・国際」業務
での内定、ビザを取得した。残り４名は、２
名が帰国（結婚）、１名が家族滞在ビザ、１名
が特定活動ビザで就職活動を継続中である。 
ブリッジシステムエンジニア科 14名の内、

11 名が「技術・人文・国際」業務での内定、
ビザを取得した。残り２名が大学進学、１名
が帰国となった。 

 
（４）広報活動 

建築系は、入学者目標値を設定し、これを
達成するため、資料請求数並びにイベント参
加者数、AO エントリー数、出願数の目標数
を定め募集活動を展開した。また、広報セン
ターと定期的な情報交換を行い、ガイダンス
参画費や販促物の広告費等の面で支援を受
けた。 
高校訪問・ガイダンスでは、担当エリアの
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明確化により、手薄だった京滋エリアでの校
内ガイダンス参画が前年比で大幅に増加し
た。次年度以降の対象学年が多く、７年度広
報での上積みが期待できる。オープンキャン
パスでは、「AO 入試説明会・面接試験対策講
座」を計画的に開催し、AO エントリーに向
けてのリピーター対策を展開した。８月から
は５年度同様に２年生向けの 16 か月広報を
開始した。加えて、全学科で体験メニューを
セレクト可能な体制を整えた。 
パンフレットは、女子生徒の関心を意識し

たデザイン・構成により、女子入学生の大幅
な増加につながった。web媒体やSNS（LINE・
Instagram）でも計画的な情報発信を行い、効
果的な広報に努めた。 
また、出願者の８割超を占める AO 入試対

策として、早期広報を展開した結果、新規来
校者は微増したが、AO エントリー率は前年
より減少し、取り込み減となった。 
国際系の令和７年度入学者は、国際コミュ

ニケーション科 25 名、ブリッジエンジニア
科 35 名で、一旦は定員充足した。しかし、２
月末の学費納入時に辞退者が目立ち、特にミ
ャンマーの留学生において「特定活動」ビザ
の選択肢拡大により進学以外を選ぶ傾向が
影響した。 
出願時には、経費支弁書類や出席率を厳格

に確認し、卒業時の出席率も踏まえて、入学
許可書を発行することにした。また、留学生
の国籍の変化により、留学生の日本語レベル
の向上が困難な状況を考慮した上で試験を
作成し、選考を実施するとともに、N2 取得か
つ校長推薦のある出願者に対しては、筆記試
験を免除とした。 

（５）附帯事業 
建築・インテリア分野の資格に係る、二級

建築士製図試験及びインテリアコーディネ
ーターの受験対策講座を開講した。 
大阪ガス（株）のサービスショップの社員

を対象にしたリフォームに関する指導・教育
等を受託し、リフォームアドバイザー講習へ
の講師派遣等を継続して行った。 
（公社）日本測量協会関西支部主催の測量

数学・誤差学の基礎（Web 講習）等の円滑な
開催・運営を支援するとともに、各種試験会
場として施設を貸与した。 

 
10 中央工学校附属日本語学校 

安定的に生徒を確保でき６年度はほぼ定員
となる過去最大の生徒数となった。募集につい
ては、円安や低い給与水準の影響等予断の許さ
ない状況もある。 
経営面については、生徒数の安定的確保によ

り収支が改善し、東京出入国在留管理局から７
年度は適正校(クラスⅠ)に選定され、募集にお
けるメリットが大きい。定員の８割以上を充足
することができたが、慢性的な日本語教師不足
もあり定員増申請については引き続いて検討
を要する。 

（１）進路指導 
進学希望者全員の進路を決めることが出

来た。留学生数の増加により早期に募集終了
する専門学校が多くみられたが、指導の成果
からほとんどの生徒は希望どおりの進路を
決めることが出来た。今年度の就職希望者は
前年ほどではなかったが、細かなサポートに
より卒業までに決めることができた。 

（２）広報活動 
令和６年度は５年度同様に安定的な生徒

数を確保することができた。しかし、円安や
世界的に低い給与水準の影響等で日本留学
は予断の許さない状況のため、柔軟で多角的
な募集体制構築を継続する必要がある。 

（３）附帯事業 
外部貸出しを引き続き積極的に行うこと

により校舎等施設の有効活用を図った。６年
度より多い延べ 18 日ロケ地として利用され
収入の一助となっている。 
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６ 財産目録 

 


